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１ 総則                                                   

1.1 マニュアルの目的 

本マニュアルは、施設の劣化の進行状況を適切に把握し、その結果を記録として整理・蓄

積するため、施設監視のポイント、監視の手法、劣化状況の判断基準を示したものであり、

機能保全計画策定の劣化予測の精度を高め、適時適切な保全対策をとることによって施設の

長寿命化やライフサイクルコストの低減を図ることを目的とする。 

 

1.2 マニュアルの適用範囲 

 本マニュアルは、施設管理者が行う農業水利施設の「施設監視」の方法等を定めたもので

あり、「パイプライン編」として埋設管路、水管橋、附帯工（弁類）の施設監視に適用する。 

 ここで、本マニュアルで扱う管種記号の名称を表 2.1-1に示す。 

 

表 2.1-1 管種の名称 

材質 管種記号 名称 

鉄鋼系 
DCIP ダクタイル鋳鉄管 

SP 鋼管 

コンクリート系 

RC 遠心力鉄筋コンクリート管 

PC コア式プレストレストコンクリート管 

ACP 石綿セメント管 

樹脂系 
PVC 硬質ポリ塩化ビニル管 

FRPM 強化プラスチック複合管 
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2 施設監視                                                

2.1 施設監視のポイント 

2.1.1 着目すべき変状 

 すでに機能診断が実施され、診断結果に基づき施設監視計画が策定されている場合は、監

視すべき変状の種別が整理されているが、施設監視計画が策定されていない場合は、対象の

施設についてどのような変状に着目するかを考慮したうえで施設監視を実施する必要がある。 

 「農業水利施設の機能保全の手引き パイプライン」によると、埋設管路（管内面）の変

状は管種別に異なり、管の材質区分（鉄鋼系（DCIP 管・SP 管）、コンクリート系（RC 管・PC

管・ACP 管）、樹脂系（PVC 管、FRPM 管））に応じて次頁の図 2.1-1のように整理できる。 

 また、水管橋や附帯施設（弁類）に生じる変状は、材料特性や構造特性から図 2.1-2、図

2.1-3のように整理できる。 

パイプラインの施設監視に当たっては、上記に示した特性を踏まえ、施設監視を実施する。 

なお、小口径管路（φ800mm 未満）の場合、管内に進入できない。よって、施設の近傍で発

生した事故の履歴や、図 2.1-4のように埋設部上部の地盤や露出部に生じる変状に着目する

ことも重要である。また、漏水や通水量の低下など、通水性に着目した施設監視も重要とな

る。 
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2.1.2 埋設管路（内面）の着目点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-1 管種ごとに確認されやすい主な変状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

腐食(SP) 内面塗装劣化(SP) 

管頂のひび割れ(PC) 欠損(PC) 

腐食(DCIP 弁部) 

管頂のひび割れ(FRPM) 変形(FRPM) 

継手部の開き(PC) 

たわみ(FRPM) 

鉄 
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ン
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2.1.3 水管橋の着目点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-2 水管橋の主な変状 

【伸縮継手】 
ボルトの緩み、ゴムの劣化 
塗装の変状 

ゴムの劣化 台座コンクリートのひび割れ 

【支承部】 
ボルトの緩み、塗装の変状 
台座コンクリートのひび割れ 

【上部工（本管部）】 
塗装の変状、ボルトの緩み 

塗装の変状（さび） 

塗装の変状（われ） 

【歩廊】 
塗装の変状 

【安全柵】 
塗装の変状 
変形、欠損・損傷 

歩廊の塗装の変状（さび） 

安全柵の欠損（安全柵の機能を維持していない） 

欠損部 

4



 

 

2.1.4 附帯施設（弁類）の着目点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-3 弁類の主な変状（空気弁の例） 

【弁本体】 
塗装の変状、作動不良、漏水 

塗膜の劣化（さび） 作動不良（補修弁レバーの固着） 

【計器類】 
故障 

計器（圧力計）の故障（正常値を示していない） 
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2.1.5 地上部の着目点 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1-4 地上部で確認されることがある変状等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地上部での確認 

漏水（漏水痕跡） 路面のひび割れ、沈下 

道路新設 

管路埋設位置 

上部土地利用の変化（道路新設の例） 添架管路の異常（漏水等） 
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2.2 パイプラインの変状項目と監視手法 

 施設監視に当たっては、対象施設に生じている変状項目ごとに「変状の有無」と「変状の

程度」を監視（把握）する。変状の有無は目視、変状の程度は簡易計測または目視により把

握する。なお、管内調査が実施できる場合は「2.2.1 大口径管路(φ800 以上)」、管内調査

が実施できない場合は「2.2.2 小口径管路(φ800 未満)」、「2.2.3 水管橋の変状項目と監

視手法」、「2.2.4 附帯施設（弁類）の変状項目と監視手法」を参照する。 

 

2.2.1 大口径管路（φ800 以上） 

（1） 埋設管路（管内）の変状項目と監視手法 

1）ひび割れ 

 ひび割れは、目視によりその有無を把握する。また、参考として写真 2.2-1に示すような

クラックスケール等で「ひび割れ幅」を把握する。 

 なお、ひび割れ計測の調査対象管種は、表 2.2-1に示すとおりコンクリート系管路（RC 管、

PC 管、ACP 管）と樹脂系管路（FRPM 管）である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.2-1 クラックスケール 

 

表 2.2-1 調査対象管種 
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クラックスケールでの計測に当たっては、ひび割れに沿ってチョーキング（チョークで印

をつける）し、ひび割れ幅測定箇所にラインを入れてマーキングしておく。また、計測状況

の記録として、ひび割れ幅とスケールの幅区分を併せて写真撮影をしておくとよい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.2-2 ひび割れの監視状況 

 

2）沈下 

 沈下は、簡易計測によりその有無と程度を把握する。 

 沈下の程度は、写真 2.2-3、図 2.2-1を参考に簡易計測により沈下深さを把握し、「なし」、

「沈下量 0cm 超～10cm 未満」、「10cm 以上 20cm 未満」、「20cm 以上」のいずれかに判定する。 

 なお、調査対象管種は全管種である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.2-3 残留水がある場合の沈下深さの計測 

 

 

 

 

最大幅部のマーキング（チョークで印をつける） 

クラックスケールによる計測 

残流水の水深（最深部）
を計測する 
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図 2.2-1 残留水がない場合の沈下深さの計測 

 

3）継手間隔 

 継手間隔は、簡易計測によりその程度を把握する。 

 継手間隔の程度は、図 2.2-2～図 2.2-4、表 2.2-3を参考に簡易計測により継手間隔を計測

する。 

 継手間隔の程度は、簡易計測により「規格値未満」、「規格値以上」のいずれかに判定する

（規格値は後述の「参考 継手挿入長の規格値（1/6）～（6/6）」参照。 

 なお、調査対象管種は表 2.2-2に示すとおりコンクリート系管路（RC 管、PC 管）、鉄鋼系

管路（DCIP 管）、樹脂系管路（FRPM 管）である。 

 

表 2.2-2 調査対象管種 
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図 2.2-2 DCIP 管の継手間隔測定箇所 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-3 RC 管の継手間隔測定箇所 

 

測定 

ＲＣ管（Ａ型の場合） 

ナット 
ボルト 

受口 

押輪 ゴム輪 挿し口 

ＤＣＩＰ管（Ｋ型の場合） 

測定 
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図 2.2-4 FRPM 管の継手間隔測定箇所 

 

 

表 2.2-3 FRPM 管（B・T 型）の C値 

管径(mm) 600 700 800 900 1,000 1,100 1,200 1,350 1,500 

C 値(mm) 0 0 0 0 0 0 200 215 230 

 

管径(mm) 1,650 1,800 2,000 

C 値(mm) 255 270 290 

※ＦＲＰＭ管（B・T型）の場合、測定値より管径に応じたＣ値を差し引く 

ＦＲＰＭ管（Ｃ型の場合） 

ＦＲＰＭ管（Ｂ型の場合） 

ＦＲＰＭ管（Ｔ型の場合） 

測定

+δ ｃ

+δ ｃ－＝

標準位置

標準位置

測定

-δ
ｃ

-δ ｃ－＝

+δ
測定

標準位置
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出典：土木工事施工管理基準(平成 26 年 3 月 28 日最終改正） 

参考 継手挿入長の規格値（1/6） 

ＤＣＩＰ管の規格値 
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出典：土木工事施工管理基準(平成 26 年 3 月 28 日最終改正） 

参考 継手挿入長の規格値（2/6） 

ＲＣ管の規格値 
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出典：土木工事施工管理基準(平成 11 年） 

参考 継手挿入長の規格値（3/6） 

ＰＣ管の規格値 
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出典：土木工事施工管理基準(平成 26 年 3 月 28 日最終改正） 

 

参考 継手挿入長の規格値（4/6） 

ＦＲＰＭの規格値（Ｂ・Ｔ形） 
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出典：土木工事施工管理基準(平成 26 年 3 月 28 日最終改正） 

 

参考 継手挿入長の規格値（5/6） 

ＦＲＰＭ（Ｃ形）の規格値 
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出典：土木工事施工管理基準(平成 26 年 3 月 28 日最終改正） 

 

参考 継手挿入長の規格値（6/6） 

ＦＲＰＭ（Ｄ形）の規格値 
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4）発錆状況 

 発錆状況は、目視によりその有無と程度を把握する。 

 発錆状況の程度は、表 2.2-5を参考に簡易計測により「なし」、「軽微」、「全体的」のいず

れかに判定する。 

 なお、調査対象管種は表 2.2-4のとおり鉄鋼系管路（SP 管、DCIP 管）である。 

 

表 2.2-4 調査対象管種 

 

 

 

 

 

 

 

表 2.2-5 発錆状況の評価 

発錆の程度 評価基準 

なし  錆はみられない 

軽微  

 

 

 

 

 

 

 

軽微な錆が点在している 

全体的  

 

 

 

 

 

 

 

一定範囲で全体的に錆がみられる 
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5）たわみ率 

 たわみ率は、簡易計測によりその程度を把握する。 

 たわみ率の程度は、表 2.2-7を参考に簡易計測により「問題なし（4%以内）」、「軽微（4%

超 5%以内）」、「問題あり（5%超）」のいずれかに判定する。 

 なお、調査対象管種は表 2.2-6に示すとおり鉄鋼系管路（SP 管、DCIP 管）、樹枝状管路（FRPM

管）である。 

 

表 2.2-6 調査対象管種 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       図 2.2-5 たわみ率の監視手法       写真 2.2-4 たわみ率の監視状況 

 

表 2.2-7 たわみ率の評価

たわみ率の程度 評価基準 

問題なし 4％以内 

軽微 4％超 5％以内 

問題あり 5％超 

 

【簡易計測結果からたわみ率を算定する方法】 

水平たわみ量 ＝ [2R －（Dh＋t）]（mm） 

鉛直たわみ量 ＝ [2R －（Dv＋t）]（mm） 

水平たわみ率 ＝ 水平たわみ量／2R×100（％） 

鉛直たわみ率 ＝ 鉛直たわみ量／2R×100（％） 

R：管厚中心半径、t：管厚を示す。 
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A
C
P

S
P

D
C
I
P

F
R
P
M

P
V
C

○ ○ ○

適用管種

L／2 L／2 

2Ｒ 

管中心で計測する 

Dh 

Dv 
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（2）地上部の変状項目と監視手法 

1）路面の陥没 

 路面の陥没は、埋設管の沈下に起因して発生している可能性がある。このため、目視によ

りその有無を把握する。 

 調査対象管種は全管種である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.2-5 埋設管路の沈下に起因した路面の陥没 

 

2）路面の湿潤化（漏水痕跡） 

 路面に漏水や漏水痕跡がる場合は、埋設管からの漏水に起因して発生している可能性があ

る。このため、目視によりその有無を把握し、「漏水なし」、「漏水あり」のいずれかに判定す

る。 

 調査対象管種は全管種である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.2-6 地上部の漏水 

 

※これらの変状は必ずしも管路の変状に起因するとは限らない。 

 確認された場合は詳細調査を実施する。 

 

近景 全景 

路面の湿潤化 

（漏水が想定される） 

クラックから噴出あり 
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（3）分水工区間に着目した変状と監視手法 

流量計や圧力計の設置がある場合、分水工区間に着目し、パイプラインの通水性（通水量、

管内圧力、漏水の有無）に対する監視を行う。 

 

1）通水量・管内圧力 

 パイプラインに流量計または圧力計が設置されている場合、データを蓄積しその傾向を分

析することで、異常の有無を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-6 通水量の監視結果（通常と異なる傾向を示す例） 

 

2）漏水 

 漏水は、水張試験によりその有無と程度を把握する。 

水張り試験による漏水量調査は、調査対象区間を制水弁により完全に遮断し、その時の水

槽の減水（水位低下）によって把握する。 

漏水の程度は、施設造成時の通水試験結果による漏水量と対比し、「漏水の進行あり」、ま

たは「漏水の進行なし」のいずれかに判定する。 

施設造成時の通水試験結果がない場合は、土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設

計「パイプライン」に示される許容漏水量を基準に「許容値未満」、または許容値以上」のい

ずれかに判定する。 

許容漏水量は管径 1cm、延長 1km 当たりの日あたりの標準値であり、表 2.2-8のように示

される。 

 

表 2.2-8 許容漏水量（ℓ/日・cm・km） 

管   種 

 

許容漏水量 

 

備  考 

 コンクリート管類 

 

100～150 

 

ソケットタイプ  

 ダクタイル鋳鉄管、硬質塩化ビニル管 

強化プラスチック複合管 
 

50～100 

 

ソケットタイプ等  

 

鋼管、硬質塩化ビニル管、ポリエチレン管  
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溶接、接着継手等 

  

 

 

延長 

通
水
量 

0 1000 2000 3000 4000 5000

通常と異なる傾向（低下傾向） 

通常の傾向（異常なし） 

通水量の低下 
漏水など何らかの 
異常が想定される 
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図 2.2-7 水張試験による漏水量の計測 

 

測定漏水量 Ｑ1 

＝区間漏水量 ΔＱ1 

測定漏水量 Ｑ1 区間漏水量 ΔＱ2＝Ｑ2-Ｑ1 

測定漏水量 Ｑ2 

減水量 Δｈ 

減水量 Δｈ 

減水量 Δｈ 

測定漏水量 Ｑ2 区間漏水量 ΔＱ3＝Ｑ3-Ｑ2 

測定漏水量 Ｑ3 

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ開

バルブ開

バルブ開

バルブ閉
バルブ閉

バルブ閉

 

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

測定区間 

測定区間 

測定区間 

ｺﾝﾍﾞｯｸｽ等による計測 水圧式水位計等の計測 

充水後最低 24 時間以上経
過した安定状態で調査を行
うこと。 

22



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区　間
数量

（斜長）
（km）

○○幹線
全体

12.0 3.25 4.5 =3.25*1000/60/12.0

区間１～４ 3.0 1.75 9.7 =1.75*1000/60/3

区間５ 2.5 0.05 =1.80-1.75 0.4 =0.05*1000/51.5/2.5

区間６ 1.5 0.15 =1.95-1.80 2.2 =0.15*1000/45/1.5

区間７ 1.5 1.30 =3.25-1.95 19.3 =1.30*1000/45/1.5

単位漏水量
（l/日･cm･km)

区間毎漏水量
（m3/日）

参考 調査事例 

区　間
数量

（斜長）
（km）

管種
加重平
均口径
（ｃｍ）

○○幹線
全体

12.0 FRPM 60

区間１～４ 3.0 FRPM 60 1.75

区間５ 2.5 FRPM 51.5 0.05

区間６ 1.5 FRPM 45

区間７ 1.5 FRPM 45

測定24時間
換算漏水量
（m3/日）

3.25

3.25

1.95

1.80

0.15

1.30
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2.2.2 小口径管路（φ800 未満） 

（1） 事故履歴の把握 

 管内調査が実施できない小口径管路の場合、監視定点を設定しパイプラインの構造性能を

監視することは困難である。したがって、対象施設の近傍における管路で事故や応急工事、

操作上・運用上の不具合、クレーム等に係る情報を把握することにより、間接的に施設監視

を行う。 

これらの件数が増加傾向にある場合、摩耗故障期（劣化の最終段階）に入った可能性があ

り、詳細調査の実施を検討する。 

 対象施設の近傍の管路について、事故発生に係る情報を整理した事故履歴整理表(例)を、

表 2.2-9に示す。また、この履歴の位置を把握できるように地図上で該当場所を整理する。
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（2）地上部の変状項目と監視手法 

1）路面の陥没 

 路面の陥没は、埋設管の沈下に起因して発生している可能性がある。このため、目視によ

りその有無を把握する。 

 調査対象管種は全管種である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.2-7 埋設管路の沈下に起因した路面の陥没 

 

2）路面の湿潤化（漏水痕跡） 

 路面に漏水や漏水痕跡がる場合は、埋設管からの漏水に起因して発生している可能性があ

る。このため、目視によりその有無を把握し、「漏水なし」、「漏水あり」のいずれかに判定す

る。 

 調査対象管種は全管種である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.2-8 地上部の漏水 

 

※これらの変状は必ずしも管路の変状に起因するとは限らない。 

 確認された場合は詳細調査を実施する。 

 

近景 全景 

路面の湿潤化 

（漏水が想定される） 

クラックから噴出あり 
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（3）分水工区間に着目した変状と監視手法 

流量計や圧力計の設置がある場合、分水工区間に着目し、パイプラインの通水性（通水量、

管内圧力、漏水の有無）に対する監視を行う。 

 

1）通水量・管内圧力 

 パイプラインに流量計または圧力計が設置されている場合、データを蓄積しその傾向を分

析することで、異常の有無を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-7 通水量の監視結果（通常と異なる傾向を示す例） 

 

2）漏水 

 漏水は、水張試験によりその有無と程度を把握する。 

水張り試験による漏水量調査は、調査対象区間を制水弁により完全に遮断し、その時の水

槽の減水（水位低下）によって把握する。 

漏水の程度は、施設造成時の通水試験結果による漏水量と対比し、「漏水の進行あり」、ま

たは「漏水の進行なし」のいずれかに判定する。 

施設造成時の通水試験結果がない場合は、土地改良事業計画設計基準及び運用・解説 設

計「パイプライン」に示される許容漏水量を基準に「許容値未満」、または許容値以上」のい

ずれかに判定する。 

許容漏水量は管径 1cm、延長 1km 当たりの日あたりの標準値であり、表 2.2-10のように示

される。 

 

表 2.2-10 許容漏水量（ℓ/日・cm・km） 

管   種 

 

許容漏水量 

 

備  考 

 コンクリート管類 

 

100～150 

 

ソケットタイプ  

 ダクタイル鋳鉄管、硬質塩化ビニル管 

強化プラスチック複合管 
 

50～100 

 

ソケットタイプ等  

 

鋼管、硬質塩化ビニル管、ポリエチレン管  
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溶接、接着継手等 

  

 

 

延長 

通
水
量 

0 1000 2000 3000 4000 5000

通常と異なる傾向（低下傾向） 

通常の傾向（異常なし） 

通水量の低下 
漏水など何らかの 
異常が想定される 
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図 2.2-8 水張試験による漏水量の計測 

 

 

測定漏水量 Ｑ1 

＝区間漏水量 ΔＱ1 

測定漏水量 Ｑ1 区間漏水量 ΔＱ2＝Ｑ2-Ｑ1 

測定漏水量 Ｑ2 

減水量 Δｈ 

減水量 Δｈ 

減水量 Δｈ 

測定漏水量 Ｑ2 区間漏水量 ΔＱ3＝Ｑ3-Ｑ2 

測定漏水量 Ｑ3 

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ開

バルブ開

バルブ開

バルブ閉
バルブ閉

バルブ閉

 

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

バルブ閉

測定区間 

測定区間 

測定区間 

ｺﾝﾍﾞｯｸｽ等による計測 水圧式水位計等の計測 

充水後最低 24 時間以上経
過した安定状態で調査を行
うこと。 
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区　間
数量

（斜長）
（km）

○○幹線
全体

12.0 3.25 4.5 =3.25*1000/60/12.0

区間１～４ 3.0 1.75 9.7 =1.75*1000/60/3

区間５ 2.5 0.05 =1.80-1.75 0.4 =0.05*1000/51.5/2.5

区間６ 1.5 0.15 =1.95-1.80 2.2 =0.15*1000/45/1.5

区間７ 1.5 1.30 =3.25-1.95 19.3 =1.30*1000/45/1.5

単位漏水量
（l/日･cm･km)

区間毎漏水量
（m3/日）

参考 調査事例 

区　間
数量

（斜長）
（km）

管種
加重平
均口径
（ｃｍ）

○○幹線
全体

12.0 FRPM 60

区間１～４ 3.0 FRPM 60 1.75

区間５ 2.5 FRPM 51.5 0.05

区間６ 1.5 FRPM 45

区間７ 1.5 FRPM 45

測定24時間
換算漏水量
（m3/日）

3.25

3.25

1.95

1.80

0.15

1.30
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2.2.3 水管橋の変状項目と監視手法 

（1）塗装の変状（さび、はがれ、ふくれ、われ） 

 塗装の変状は、目視により塗装の変状（さび、はがれ、ふくれ、われ）の発生程度を把握

する。 

 発生程度は、表 2.2-11を参考に「なし」、「軽微」、「多い」、「著しい」のいずれかに判定す

る。 

 

表 2.2-11 塗装の劣化の評価（例） 

塗装の劣化の程度 評価基準 

なし 塗装の変状（錆、はがれ、ふくれ、われ）は見られない 

軽微 一部の塗装に変状が生じているが、下地（管体の鋼材面）は露出

していない 

多い 一部の塗装に変状が生じ、かつ下地が露出している 

著しい 全面的に塗装の変状がみられ、下地も全面的に露出している 

 

（2）接続ボルト・ナットの変状 

接続ボルト・ナットの変状は、図 2.2-9を参考にテストハンマーによる打診、脱落は目視

により有無と程度を把握する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2-9 接続ボルトの緩み状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.2-9 テストハンマーによる打診調査状況 
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ボルト・ナットの変状の程度は、表 2.2-12を参考に「なし」、「錆あり」、「緩み・変形・脱

落あり」のいずれかに判定する。 

 「緩み・変形・脱落あり」は、対象部位の重要度から手摺りかその他の部位かで区分する。 

 

表 2.2-12 ボルトの緩み・脱落等の評価 

緩み・脱落等の程度 評価基準 

なし ボルト・ナットの変状はみられない 

錆あり さび等の軽微な劣化はあるが、安定性に支障はない 

緩み・変形・脱落あり 手摺りのボルト・ナットの緩み・変形・脱落等の異常がみ

られる 

手摺り以外の部位のボルト・ナットの緩み・変形・脱落等

の異常がみられる 

 

（3）支承部の変状 

 支承部の変状は、台座コンクリートのひび割れ、接続ボルト・ナットの変状を対象とし、

目視、テストハンマーによる打診により有無と程度を把握する。 

支承部の変状の程度は、表 2.2-13を参考に「なし」、「本体以外の変状」、「軽微な変状」、

「著しい変状」のいずれかに判定する。 

 

表 2.2-13 ボルトの緩み・脱落等の評価 

支承部の変状の程度 評価基準 

なし ボルトの緩み・脱落はみられない 

本体以外の変状 台座コンクリートにひび割れが見られる 

軽微な変状 ボルトの緩み、錆等の軽微な変状がみられるが、運用上問題ない 

著しい変状 ボルトの変形・脱落がみられる 

 

（4）漏水 

 水管橋からの漏水は、目視により有無と程度を把握する。 

 漏水の程度は、「なし」、「滲み出しまたは漏水跡あり」、「流水や噴水状の明らかな漏水あり」

のいずれかに判定する。 
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（5）水管橋附帯施設の変状 

 1）歩廊の変状 

 歩廊の変状は、歩廊の腐食（発錆）を対象とし、目視により有無と程度を把握する。 

 腐食の程度は、表 2.2-14を参考に「なしまたは軽微」、「多い」、「著しい」のいずれかに判

定する。 

 

表 2.2-14 歩廊の劣化の評価 

歩廊の変状の程度 評価基準 

なしまたは軽微 歩廊に錆がみられない、または部分的に錆がみられる 

多い 全体的に錆がみられる 

著しい 全体的に錆がみられ下地が露出している、または腐食に進行により

歩廊に欠損・損傷がみられる 

 

2）安全柵の変状 

 安全柵の変状は、安全柵の腐食、変形、欠損・損傷を対象とし、目視により有無と程度を

把握する。 

 変状の程度は、表 2.2-15を参考に「なし」、「軽微」、「欠損・損傷あり」のいずれかに判定

する。 

 

表 2.2-15 安全柵の劣化の評価 

歩廊の変状の程度 評価基準 

なし 錆、欠損・損傷等の変状はみられない 

軽微 部分的に錆、変形等の変状がみられるが、安全柵としての機能は維

持している 

欠損・損傷あり 安全柵の欠損・損傷がみられ、安全柵の機能を維持していない 
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2.2.4 附帯施設（弁類）の変状項目と監視手法 

（1）塗装の変状（さび） 

塗装の変状は、目視により塗装の変状（さび）の発生程度を把握する。 

 発生程度は、表 2.2-16を参考に「軽微」、「多い」、「著しい」のいずれかに判定する。 

 

表 2.2-16 塗装の劣化の評価（例） 

塗装の劣化の程度 評価基準 

軽微 一部の塗装に錆が生じている 

多い 50%未満の塗装に錆が生じている 

著しい 50%以上の塗装に錆が生じている 

 

 

 

（2）開閉状態 

 開閉状態は、作動確認により「異常なし」、「力を要するが作動する」、「作動するが全開・

全閉できない（支障がある）」、「作動不可」のいずれかに判定する。 

 

（3）異常音 

 異常音は、聴覚や音聴棒等によりその有無と程度を把握する。 

 異常音の程度は、「異常音なし」、「弁操作時のみ異常音が生じる」、「通水時に常に異常音が

生じる」のいずれかに判定する。 

 

（4）漏水 

 付帯施設からの漏水は、目視により有無と程度を把握する。 

 漏水の程度は、「なし」、「漏水痕跡あり」、「滲み出す程度の漏水あり」、「流水・噴水上の明

らかな漏水あり」のいずれかに判定する。 
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2.3 施設監視時の留意事項 

2.3.1 管内調査での留意事項 

パイプラインの管内面調査を行う場合は、特に下記の点に注意を払う必要がある。 

 

（1）地上部の安全確保 

調査箇所が道路内の場合、道路使用許可申請を行

い交通誘導員の配置等適切な安全管理体制を整える。 

 

 

 

 

 

 

 

（2）進入部の構造 及び周辺状況の確認 

空気弁・人孔管からの進入では、現地の状況に応

じて取り外しのできないボルトの切断が必要とな

る。また、空気弁等の撤去に重機を使用する場合は、

周辺に設置できるスペースがあるか、また作業に支

障が生じるような施設（架空線等）がないか確認す

る必要がある。 

 

 

 

 

（3）残流水 の除去 

弁室内等に残留水がある場合は、その量に応じてポンプ排水を検討する。排水先は排水

施設の管理者と協議の上決定する。なお、排水先には必要に応じて法面侵食対策等を施す。 

 

 

 

 

 

  

写真 2.3-3 ポンプ排水（水替え工） 

写真 2.3-1 安全施設・交通誘導員の配置 

写真 2.3-2 進入部の確認 

写真 2.3-4 法面侵食対策の状況 
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（4）管内調査時の安全確保 

管内で安全に調査を行うため、事前にガス検知器により酸素濃度 18%以上、硫化水素濃

度 10ppm 以下（出典：酸素欠乏症等防止規則）を確認し、管内進入後もガス検知器を携行

する。また、送風機により換気を行い、他の開口部にも送風機を設置し排気状況の確認を

行う。 

なお、排気を巻き込まないようにするため、発電機は送風機の吸込み口から十分離れた

場所に設置する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5）管内進入時の安全確保 

管理用人孔からの進入では、脚立等の足場を固定し管内に進入する。 

 

（6）パッキンの交換 

管理用人孔から進入した場合、既存のパッキ

ン流用は漏水の原因となるため新品のパッキン

に交換し、空気弁、管理用人孔蓋等を復旧する。 

空気弁の復旧に当たり、通水前にボールの清

掃を行っておくと通水時の漏水防止に有効で

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.3-6 安全確認状況 

写真-3.2.8 パッキン交換状況 

 

写真 2.3-5 換気状況 

写真 2.3-7 パッキンの交換状況 
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管理用人孔管のフランジ接合に当たっては、「フランジ形ダクタイル鋳鉄管接合要領書」

（社）日本ダクタイル鉄管協会を参照し、継手構造及び口径に応じた締め付け方法・締め

付けトルクにより適切に接合する。なお、既存のボルトに錆等の変状が認められる場合は

新品のボルトを用いる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3.2 弁類等の作動不可時の対応 

附帯施設の監視に当たり、営農上や施設の構成等の事情により制水弁や補修弁等を操作で

きない場合があるが、このような施設では、全閉全開確認、異常音確認等ができない。この

場合は、直近の操作状況や分解点検整備記録などの情報から、施設状態に関わる内容を抽出

し記録として残しておく。 

写真 2.3-8 トルクレンチによる追い

締め付け状況 

図 2.3-1 仮締め付け・追い締め付けの手順 
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2.4 施設監視記録票の作成 

 施設監視記録票には表 2.4-1に示す様式がある。 

 

表 2.4-1 施設監視記録票の種類 

様式種別  

施設監視表 監視対象施設の基本条件（施設名・供用年数・施設監視定点名称等）と監視結

果を記録する様式。 

写真台帳 施設監視状況や簡易計測状況、発生変状等の写真を記録する様式 

 

2.4.1 施設監視記録票の記入方法 

（1）施設監視表の記入方法 

施設監視表は、施設監視対象施設の基本情報（施設名、築造年、経過年数、点検地点、点

検年月日、点検実施者）と、施設監視結果（確認された変状の内容と程度）を記録するもの

であり、施設監視結果はチェックリスト形式を採用している。具体的な記入方法は記載例（次

頁参照）のとおりである。 

 なお、施設監視実施者が記録する項目は次頁の記載例の着色部（黄色）の箇所のみである。 
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（2）写真台帳の記入方法 

写真台帳は、施設監視対象施設の基本情報（施設名、点検地点、点検者、点検年月日）と

施設監視定点位置図、施設監視時に確認した変状を記録するものであり、変状は写真撮影結

果を添付する。 

写真撮影に当たっては、次回の施設監視時に同一の位置、アングルで写真を撮ることがで

きるように撮影地点（No 測点、スパン番号等）を記載する。 

添付する写真が多く、1枚の台帳様式に収まらない場合は、本様式をコピーして複数枚に

整理する。 

具体的な記入方法は記載例（次頁参照）のとおりである。 
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 撮影日時 撮影日時 撮影日時

撮影地点 撮影地点 撮影地点

写真 写真 写真

変状種別 変状種別 変状種別

撮影日時 2016年4月1日14：40 撮影日時 撮影日時

撮影地点 第○号空気弁 撮影地点 撮影地点

写真

変状種別 施設全景 変状種別 変状種別

撮影日時 撮影日時 2016年4月1日14：30 撮影日時 2016年4月1日14：30

撮影地点 撮影地点 2.5m地点 撮影地点 2.5m地点

撮影対象 施設全景 撮影対象 発錆（全景） 撮影対象 発錆（近景）

変状写真台帳

撮影者 ○○土地改良区

点検者 ○○土地改良区 今回点検年月日 H28.4.1

監視定点位置図

写真台帳（パイプライン）

施設基本情報

施設名 ○○用水 点検地点 監視No.3

監視No.3

施設監視対象施設の基本情報を記入する。

確認した変状について、「撮影位置（施設）全景」、「変状箇所全景」、「変状箇所近景」を撮影する

施設監視定点の位置図を示す
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2.4.2 施設監視記録票様式集 

 次頁にパイプラインに適用する施設監視記録票の様式を添付する。 

 なお、添付する様式は「パイプライン本体（管内）・周辺地盤・通水性」、「水管橋、附帯施

設（弁類）」の２種である。 
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異
常
が
み
ら
れ
る

コ
メ
ン
ト

点
検
項
目

現
場
の
状
況
（
評
価
区
分
）

施
設
名

判
　
　
　
定

点
検
地
点

な
し

一
部
の
塗
装
に
錆
・
は
が
れ
・
ふ
く
れ
・
わ
れ
が
生
じ
て
い
る
が
、
下
地
（
管
体
の
鋼
材
面
）
は
露
出
し
て
い
な
い

一
部
の
塗
装
に
錆
・
は
が
れ
・
ふ
く
れ
・
わ
れ
が
生
じ
、
か
つ
下
地
（
管
体
の
鋼
材
面
）
が
露
出
し
て
い
る

全
体
的
に
塗
装
の
錆
・
は
が
れ
・
ふ
く
れ
・
わ
れ
が
み
ら
れ
、
下
地
（
管
体
の
鋼
材
面
）
も
全
体
的
に
露
出
し
て
い
る

な
し

正
常
に
作
動
す
る
す
る
が
、
力
を
要
す
る
（
負
荷
を
感
じ
る
）

台
座
コ
ン
ク
リ
ー
ト
の
ひ
び
割
れ
な
ど
、
支
承
部
本
体
以
外
の
変
状
が
み
ら
れ
る

接
続
ボ
ル
ト
の
緩
み
や
錆
な
ど
の
軽
微
な
変
状
が
み
ら
れ
る
が
、
運
用
上
問
題
は
な
い

ボ
ル
ト
の
変
形
、
脱
落
が
み
ら
れ
る

漏
水
な
し

滲
み
出
す
程
度
の
漏
水
ま
た
は
漏
水
痕
跡
が
み
ら
れ
る

作
動
し
な
い

異
常
音

異
常
音
な
し

弁
操
作
時
に
異
常
音
が
確
認
さ
れ
る

通
水
時
に
常
時
異
常
音
が
確
認
さ
れ
る

流
水
ま
た
は
噴
水
状
な
ど
の
明
ら
か
な
漏
水
が
み
ら
れ
る

一
部
の
塗
装
に
変
状
が
生
じ
て
い
る
（
さ
び
が
み
ら
れ
る
）

5
0
%
未
満
の
塗
装
に
変
状
が
生
じ
て
い
る
（
さ
び
が
み
ら
え
る
）

5
0
%
以
上
の
塗
装
に
変
状
が
生
じ
て
い
る
（
さ
び
が
み
ら
れ
る
）

異
常
な
し
（
作
動
に
大
き
な
負
荷
を
感
じ
な
い
）

漏
水
な
し

漏
水
痕
跡
が
み
ら
れ
る

滲
み
出
す
程
度
の
漏
水
が
み
ら
れ
る

流
水
ま
た
は
噴
水
状
な
ど
の
明
ら
か
な
漏
水
が
み
ら
れ
る

そ
の
他
気
に
な
る
点
を
記
載

日
常
管
理
に
お
け
る

留
意
事
項

塗
装

支
承
部

漏
水

附 帯 施 設 （ 弁 類 ）

塗
装

開
閉
状
態

漏
水

作
動
す
る
が
、
全
閉
ま
た
は
全
開
で
き
な
い
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